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国民健康保険を真に持続可能な制度とするための国庫負担の大幅な増額を求 

める意見書 

 

 

 止まらない物価高騰の中、国民健康保険料の重い負担が多くの加入者の暮らしを圧迫し

ており、全国の保険料滞納世帯は全体の１１．４％に当たる１８３万世帯に達しているこ

とから、もはや看過できない状況となっている。 

 高すぎる国民健康保険料は地方自治体における喫緊の課題となっており、指定都市市長

会は令和６年８月２２日に、令和４年１０月から適用拡大された被用者保険について、高

齢者や低所得者に過度な負担を強いることのないよう、国庫定率負担の引上げ等、財政基

盤のより一層の強化を国の責任において実施するよう要請しているほか、全国知事会や全

国市長会なども国庫負担の拡大を求めており、国の判断が待たれている。 

 厚生労働省によると、令和６年度の国民健康保険加入世帯の世帯主の職業構成は、年金

生活者などの無職が４４．９％、非正規労働者などの被用者が３１．４％と大半を占め、

加入世帯の平均所得は高い水準にあった平成３年度の２７６万５，０００円から令和６年

度には１４１万１，０００円まで大幅に減少した一方、１人当たりの平均保険料は平成３

年度の６万５，０００円から令和５年度は９万３，０００円に増加しており、保険料負担

は極めて深刻な水準に達しており、加えて、１人当たりの平均所得に対する保険料の負担

率が９．３％と、協会けんぽ等の被用者保険と比較して高くなっている。 

 民間会社の保険であれば、保険料収入が減り保険金支払額が増えると、保険料を引上げ

ることも避けられないが、国民健康保険は国民健康保険法第１条のとおり、社会保障及び

国民保健の向上に寄与することを目的とする社会保障制度であるため、その健全な運営は

国民健康保険加入者の応益負担のみに依存するのではなく、国民全体で所得や資産に応じ

て負担する応能負担の原則に基づき、適切な国庫負担によって支えられるべきものであ

り、加入者の高齢化や貧困化、疾病の重症化が進む中で、加入者の保険料負担に頼り続

けることは、近い将来に国民健康保険制度の破綻を招くおそれがあると言わざるを得ない。 

 よって、国におかれては、国民健康保険を真に持続可能な制度とするため、国庫負担を

大幅に増額されるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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